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これまで地域の機運醸成および土台としての協議会を設置し令和7年度には地域公共交通
計画を策定。令和8年度は実証事業とその実施に不可欠な組織立ち上げ・人材育成を行う。

R8～R6 R9～R7

実施
事項

段階

成果

機運醸成・土台作
り

• 交通に関する課題
感の整理と先進事
例を踏まえた解決
方針の学習

• 上記学習結果をも
とに村民を交えた
議論の実施

地域公共交通活性
化協議会設置

実証

• R7策定の計画を
もとに、公共ライ
ドシェアの実証事
業を実施

• 同時に地域モビリ
ティサービス・ハ
ブの運営を担う組
織立ち上げも行う。

実証実施

実証(広域化含む)
・社会実装

• R8実証結果を踏
まえ、設計をアッ
プデートし、実施

• 同時に広域的に取
組を進める体制構
築、実行計画検討
及び実証を進める。

実証実施・実装

計画策定

• R6に設置した協
議会をベースに各
種調査を進め、関
係事業者等の合意
形成を図りながら
計画を検討

地域公共交通計画
策定

（１）令和７年度までの動きについて

令和８年度 東成瀬村地域公共交通にかかる事業の概要について
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東成瀬村地域公共交通計画（概要）

移動に困らない地域の形成

人が集う場に生活を支える機能を具備し、交通
結節点としての役割を持たせ、村内拠点を核と
した交通の構築と村づくりを目指す。

基本方針３村内拠点を核とした村づくり
今あるものの有効活用だけでは解消しきれない
空間的、時間的な交通空白に対し、新しい交通
手段を導入する。

基本方針２新しい交通手段の導入
今ある交通手段や車両などの資源を連携させ、
役割分担をしながら有効活用することで交通
ネットワークを維持する。

基本方針１今あるものの連携・分担

調査等から見えた課題

移送支援サービス
の継続運行

施策１

路線バスの維持

施策2
民間買い物バスの

有効活用

施策3
公共ライド
シェアの導入

施策4
カーシェアの
導入促進

施策5
交通に関する
アプリの導入

施策6
コミュニティ
拠点の活用

施策7
産官民協働による

改善継続

施策8

将来像

（２）東成瀬村地域公共交通計画について

◆令和８年３月に東成瀬村地域公共交通計画を策定

今年度
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令和8年度は本村で新たに導入を検討している施策の1つである公共ライドシェアの実証
事業とそれを含む交通サービス全体の推進組織を組成することを目指す。

公共ライドシェアの実証事業（村主体） 推進組織の組成（なるテック等主体）

• 公共ライドシェアをはじめとする本村にて
導入を検討している各種交通サービスの運
営・管理を担う推進組織の組成行う。

• 同時に、組織を担う人材の育成についても
行い、持続可能性を高める。

組織機能案（現時点仮説）

人材管理 モビリティサー
ビス・ハブ運営

人材育成

ドライバーや施
設管理者等人材

交通施策
検討・改善人材

• 本村における公共ライドシェアの実証事業
を行い、AIオンデマンドシステムの導入も
実施。

• 実証事業の中で、既存公共交通機関との役
割分担についても検討・協議し、令和9年度
の本格実装を目指す。

田子内・岩井川・椿
川を中心に、村内全
域を対象エリアとし

て想定

（３）令和８年度交通事業の全体像

実証事業 公共交通を担う団体の組成



【現状】既存の交通状況

（４）公共ライドシェア実証事業

【実証中】実証中（導入初期）の交通状況 実 証 概 要

Point 他の交通手段との役割を明確化すべく、ダイヤ型運行とオンデマンド運行を時間帯で区別して運行する

〇路線バス岩井川線への乗り継
ぎは、地区ごとに「目安出発時
時刻」を設定。

★「移動を束ねる」ことで、各
交通手段の役割と利用率の向上
を図る。

ダ
イ
ヤ
型
運
行

オ
ン
デ
マ
ン
ド
運
行

〇路線バス岩井川線の運行の無
い時間帯は、村内を自由に移動
できるよう、オンデマンドで運
行。

★村内各所への移動手段を確保
し、利便性向上を図る。

想定
運賃

運行区域

時間帯

車両

予約

東成瀬村全域

日 中

ミニバン等７人乗り１台

電話受付又はアプリ予約

500円程度（路線バス運賃との
権衡を加味した金額で設定）
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令和8年度は公共ライドシェア実証のために当該サービス運営機能を切り出し、先行的に
立上げ後、年度末に大元の組織に機能移管する。

組織の機能全体像

東成瀬村

村の移動支援

組織体

MaaS プラットフォーム（アプリ）

人材管理

モビリティ
ハブ カーシェア

ドライバー

サービス運営

公共ライド
シェア

買い物バス
(将来的な貨客混載も)

地元スーパー

短期：運営
中長期：委託

路線バス

路線バス事業者

プラットフォーム
活用

近隣自治体

各種交通関連サービ
ス

連携

人
材
活
用

将来的な実施を想定

組織体

MaaS プラットフォーム（アプリ）

人材管理

モビティ
ハブ

カーシェ
アドライ

バー

サービス運営

公共ライ
ドシェア

先行立上げイメージ
R8組織・人材育成事業で立上げ（2027/1-2想
定）

公共ライドシェア運行協議（仮）

R8公共ライドシェア実証に向
け、先行的に立上げ（2026/6
想定）
その後、大元の組織立上げ次
第機能移管

①先行
立上げ

②機能
移管

適宜連携

実証事業担当 人材育成事業担当

（５）推進組織の組成


